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１ はじめに 

高次脳機能障害のリハビリテーションにおいて就

労は、社会参加にむけての大きな目標のひとつであ

り、特に若年者の多い外傷性脳損傷患者では、その

必要性も高くなる。一方で、身体機能の回復後も複

雑な高次脳機能障害により就労が困難な事例も多く、

就労支援には各支援機関の連携とその継続が不可欠

となる。今回、外傷性脳損傷により高次脳機能障害

を呈した症例に対し、入院中から正規雇用に至るま

で、障害者職業センターと連携し復職に向けた介入

を行った。その経過を通して、各機関が担う役割と

連携について若干の考察を加えて報告する。 

 

２ 症例紹介 

40 歳代 男性  

［診断名］びまん性軸索損傷 外傷性脳内出血 急

性硬膜外血腫 症候性てんかん 

［障害名］高次脳機能障害 左半身不全麻痺   

［現病歴］平成 19 年 11 月職場から帰宅中の交通事

故により上記受傷。Ｆ病院救急搬送され保存的加療

をうけた後、平成 20 年５月リハビリ継続目的で当院

へ転院 。 

［生活背景］症例（独身）と両親の３人暮らし。鍼

灸師として自宅で鍼灸院を営む傍ら、食品加工会社

に勤務していた。 

 

（1）入院時所見 

［身体機能］体幹失調及び軽度の左片麻痺を認め、

見守りにて歩行。検査上若干の巧緻性低下は認める

ものの、生活場面においては両上肢共に実用レベル

で、ＡＤＬは一部声かけや促しを要するがほぼ自立。 

［高次脳機能］知的機能は WAIS-R:VIQ105 PIQ91 

IQ99。各種神経心理学検査結果より、逆行性健忘、

注意障害（主として分配、転換困難）を認めるほか、

社会生活に影響を及ぼすと考えられるものとして、

病識の欠如、固執傾向、易疲労がみられた。また、

情動のコントロールが難しく、病棟や訓練室でしば

しば大声をあげるなどの社会的行動障害を認めた。 

 

（2）入院中のリハビリ経過 

身体機能の改善および自宅でのＡＤＬ自立を目標

としたアプローチから開始し、徐々に就労を指向し

たアプローチへと移行した（図１）。主に理学療法（以

下「PT」という。）では日中の就労に必要とされる体

力の増強、作業療法（以下「OT」という。）では簡単

な軽作業を導入する中で、注意障害の改善や問題解

決能力の向上、作業耐久性の向上及び疲労のコント

ロールなど、高次脳機能面へのアプローチをおこな

った。また言語療法(以下「ST」という。)では記憶

障害に対する代償手段の検討や対人コミュニケーシ

ョン能力向上に向けてのアプローチを行うなど、各

療法で連携しながら取り組みをすすめた。さらに週

末の外泊時には家族の協力のもと、公共交通機関の

利用や買い物など、社会生活に必要な経験の機会を

もつことをすすめた。これらの経過を経て、症例及

び家族の希望である復職に向けてより具体的な支援

を開始した。 
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図１ 入院中のリハビリ経過 
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３ 復職支援（図２） 

（1）職場へのアプローチからジョブコーチ導入まで 

同年９月、当院スタッフ（医師、医療ソーシャル

ワーカー（以下「MSW」という。）、PT、OT、ST）と家

族、職場担当者（会社役員、現場主任）で、カンフ

ァレンスを開き、症例の経過と現状報告、さらに就

労時に想定される問題点などを話し合った。当初会

社側は症例の受け入れに協力的であり、外泊時に通

勤練習を兼ねて会社に出向くことが決まった。しか

し、雇用体制の不明確な状況で体験的に業務を行う

のは難しく、実際には会社入口で挨拶を交わすのみ

で現場に入ることすらできない状況が生じていた。 

そこで 11 月、MSW を通じて、公共職業安定所及び

障害者職業センターの障害者職業カウンセラーを交

え、ジョブコーチ支援の活用と復職に向けての支援

についてカンファレンスを行った。障害者職業セン

ターから職場側への支援及び症例の復職に向けての

働きかけを行ってもらうことを依頼するとともに、

支援にあたり通常必要とされる職業アセスメントに

ついては、当院での訓練経過や評価結果などの情報

と今後の連携で代用が可能であることを互いに確認

し、連携支援を開始した。 

 

（2）復職準備期間 

復職に向けてのスケジュールを立案するにあたり、

まず OT より、就労に際して問題となることが予想さ

れる具体的な高次脳機能障害について障害者職業セ

ンターへの情報提供を行った。職業カウンセラーは

それらの情報を元に職場を訪問し、実際の環境や職

務内容を見ながら症例に提供可能な業務について会

社側と検討する一方で、ジョブコーチ制度をはじめ

とした事業者側への支援の説明を行った。また具体

的な業務内容や職場環境を現実検討するにあたって

は、それらが実行可能かどうかの評価を OT へ依頼し

た（屈んでの掃き掃除作業や回転を伴う運搬作業等）。

OT は、実際の業務内容を想定しての訓練を入院中か

ら取り入れ、その結果を報告するなど、職業カウン

セラーとの情報交換を繰り返し行った。事業所側の

不安や仕事内容・職場環境のアセスメントとご本人

のアセスメント（動作・要配慮事項等）を並行して

行った結果をふまえて、「安全にできる仕事で週 20

時間雇用（雇用保険加入）を目指す」という目標で

５カ月のジョブコーチ支援計画（案）を職業カウン 

復職準備期間（支援開始から退院まで）
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職場への理解の促し

就労状況
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ＯＴ
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職業カウンセラー

ＯＴ

 
図２ 入院中から開始した復職支援の流れ 

 

セラーが立て事業所に提案した。事業所・本人の同

意が得られたため、12 月下旬に職業カウンセラー及

びジョブコーチの同行のもと症例自身が会社へ挨拶

に出向き、正式な勤務開始日が決定した。併せて当

院の退院も決定し、今後は外来通院でフォローを継

続することとなった。 

  

（3）職場復帰後の集中支援と通院でのサポート期間 

翌年１月より職場復帰となるが、事業所の不安が

大きかったこと及びご本人の適応のしやすさを考慮

し、刺激の少ない自分のペースでできる作業と環境

に限定した部分からの復帰を試みた。週２回２時間
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程度から始まった勤務は、ジョブコーチ集中支援と

週２回の通院でサポートを行った。勤務中生じた問

題点（疲労のコントロールができない、特定の作業

に固執する等）についてジョブコーチから報告をう

け、OT は対処方法の検討及びその方法が適切かどう

か、通院時に評価を行い具体的な対応の提案を行っ

た（仕事を量ではなく時間で区切る、アラームの活

用等）。ジョブコーチは就労場面でその実践・指導を

行い、新たに生じる問題点や、経過の中でみられる

症例の変化に配慮しながら時間の設定や作業内容を

再検討するなどしてサポートを継続した。２ヶ月後、

今後の支援について検討を行った結果、勤務日数の

増加に伴い通院は週２回から１回へ、ジョブコーチ

のマンツーマン対応が中心であった集中支援は、移

行支援へと支援の形を変えることとなった。 

    

（4）移行支援から長期的なフォローアップへ 

移行支援が続けられていた平成 21 年５月、会社の

都合により従来症例が行っていた業務を継続して提

供することが難しくなった。さらに同僚とのトラブ

ルが発生するなど、職場側への支援を強化する必要

性が生じていた。そこで、移行支援期間を２ヶ月延

長するとともに、ジョブコーチから会社側へ、本症

例の高次脳機能障害による対人面での問題点や特性

をふまえた理解の促しや、場面に応じたナチュラル

サポートの依頼などを行い、再度業務内容の調整を

行った。 

７月、再び合同カンファレンスを開き、関係機関

及びそれぞれの職種から、経過報告と現状の問題点

について話し合った。会社側から、現状では業務に

支障を来すような大きな問題は生じていないこと、

ジョブコーチの存在が社員の安心につながっている

一方で、支援期間が終了すれば、症例はもとより社

員の不安が増す可能性があることが報告された。ま

た、正規雇用には慎重にならざるを得ないが、引き

続き症例の支援を継続したいとのことであった。障

害者職業センターからは、フォローアップの期間と

して、年単位での経過観察が必要であることが示さ

れ、今後も生じることが予測される様々な問題につ

いて、その都度情報交換をしながら関係機関の連携

を継続していくことを再確認した。今後はフォロー

アップサポートの中で、正規雇用にむけての検討を

おこなうこととなり、８月末をもって、移行支援は

一旦終了することとなった。 

 

（5）集中支援の再開から正規雇用へ 

移行支援が終了し、約半年が経過した平成 22 年２

月、次年度の正規雇用を目標としてジョブコーチ集

中支援が再開された。当初は週 20 時間勤務を目標と

していたが、疲労の増強から業務に支障を来したこ

ともあり、会社側と検討の上、復帰から１年半が経

過した平成 22 年６月、週 15 時間勤務での正規雇用

契約が結ばれ、現在に至っている。  

 

４ 考察 

（1）早期からの連携支援の必要性  

高次脳機能障害者の就労支援の問題点として坂爪１）

は①高次脳機能障害へのリハの不足②社会生活・就

労を指向したリハの不足③社会生活の場におけるリ

ハの不足④社会的理解の不足⑤就労支援体制の未確

立と連携の不足、を挙げている。本症例において、

①や②に挙げられる問題点については、各療法の連

携に加え、家族の協力が得られたことで、入院中比

較的早期より取り組みが可能であった。しかし、そ

れ以下の問題点、特に実際の就労現場でリハビリ支

援を行うことや、社会的に認識が不十分な高次脳機

能障害について職場へ理解を促すことは、医療機関

のみで対応することに限界も感じられた。 

そこで障害者職業センターと共に、ジョブコーチ

制度を利用した連携支援を行った。医療機関から、

直接介入の機会を持つことが難しい就労先へ、専門

的な立場で的確な働きかけ行う障害者職業センター

は、我々医療機関のスタッフのみならず本症例を受

け入れる職場側にとっても非常に心強い存在であっ

たと考える。一方で、職業センターの職業カウンセ

ラーからは「今回入院中から医療機関と詳細な情報

交換ができたことが、症例の高次脳機能障害を知る

上で非常に役立った」という感想が得られた。Malec

ら２）は、脳外傷者の就労を阻む原因として、認知や

身体障害の問題に加え、脳外傷によって発生した問

題点についての正確な評価や診断が就労場面に伝わ

らないことの問題を指摘している。比較的その特性

がとらえやすい身体障害と比して、高次脳機能障害

は目に見えない障害であり、各種神経心理学的検査

の結果や、院内での限られた訓練場面の様子を伝え

るだけでは、正確な理解の共有は出来ないと考える。
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その多くが退院後の介入となる就労支援において、

比較的早期である入院中から職業センターと連携し

て支援を行ったことで、高次脳機能障害による問題

を共有しながら、就労場面での対応や生かせる能力

について検討することが出来たと考える。さらに復

職後は、就労先で生じた問題に対し、速やかな対応

策の提案が可能であった。早期より情報を共有し、

復職に向けて共に検討を繰り返したことは社会復帰

へのスムーズな移行をもたらすのみならず、双方の

専門性を生かし、互いを補い合う支援体制の確立に

つながったと考える。  

 

（2）支援する人への支援の必要性 

復職後の支援を継続する中で、問題が生じた際に

は本症例に対する支援に加え、就労先である職場へ

の速やかな対応が不可欠であった。生じたトラブル

を解決するにとどまらず、高次脳機能障害という見

えない障害への理解と協力を得るための働きかけを

継続して行うことが必要であると考える。これは専

門職以外にも、就労現場で症例を支える役割を担え

る人材を育成することにつながり、それはやがて就

労の継続において大きな支えになると考える。 

また今回の支援経過において、入院中から症例の

持つ障害について家族と共に考え、関わりへの助言

を行うことで、その理解と協力が十分に得られたこ

とが復職への大きな力となった。医療機関、障害者

職業センターが有機的に関わる中で、その支援を確

実なものにするためには、症例にとって最も身近な

存在である家族や職場など、症例を取り巻く人への

支援が欠かせないことを実感した。入院中から始ま

り 2 年近く続いた支援経過も、今後も続く症例の生

活においてはごく初期の支援に過ぎない。この支援

が短期間に限られたもので終了することのないよう

に、症例を支援する職場や家族への支援も併せて長

期的にフォローしていくことが重要だと考える。  

 

５ まとめ 

今回、外傷性脳損傷による高次脳機能障害を持つ

症例に対し、職業センターと連携して復職への支援

を行った。医療機関において就労場面を指向したア

プローチを行いながらも、一般的な神経心理学的検

査や院内環境の限られた範囲内での対応では十分に

把握しきれない点も多い。障害特性や生かすべき能

力について、適切な関わり方や環境調整の具体策を

検討していくためには、早期から他職種との連携を

図り、就労前から就労後を通してそれぞれの専門性

を生かした関わりを継続する必要性が示唆された。

また、症例だけではなく、それを取り巻く家族や職

場に対する支援も不可欠である。これら身近な理解

者の存在は、高次脳機能障害を持つ症例が、社会的

な役割を見つけ、充実した生活を継続するための大

きな支援の力になると考える。 
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高次脳機能障害者就労準備支援プログラム利用者の 

実態追跡調査から 
 

望月 裕子（東京都心身障害者福祉センター  心理職） 

 

１ はじめに 

高次脳機能障害者支援において就労は重要な

テーマである。東京都心身障害者福祉センターでは、

平成19年９月から「高次脳機能障害をもつ人の就労

準備支援プログラム」（以下「プログラム」という。）を実

施し、本人の希望と地域の支援機関の依頼のもとに

約6か月の通所による職業評価を行い、復職や新規

就労を目指す高次脳機能障害者を支援してきた。こ

れまでに当プログラムを利用した高次脳機能障害者

を対象に現在の就労状況や社会参加状況等につ

いて調査し、就労と高次脳機能障害との関連や支

援のあり方等について検討したので報告する。 

 

２ 方法 

対象は、平成19年９月～平成23年３月にプログラム

を利用した者94名とした。現在の就労状況について独

自に作成したアンケートにより、障害者手帳の所持な

どの基本情報、就労の有無、職場から受けている支

援や配慮、就労に関するサービス機関の利用、就職

や就労に役立つと思われる支援等について回答を得

た。回答は選択肢または自由記述により、原則として

本人が記入するよう依頼したが、困難な場合は家族が

回答することも可能とした。対象者の個人情報等に係

るプライバシーの保護には十分配慮した。調査結果の

分析に際し、２群間の有意差の検定にはｔ検定および

カイ二乗検定を用いた。 

 

３ 対象者について 

対 象 者 94名 のうち、64名 より回 答 を得 た（回 収 率

68.1％）。分析対象者は、男性56名、女性８名、年齢

は平均44.1歳（21歳～61歳）、原因疾患は、脳血管

障害が40名、外傷性脳損傷が17名、脳炎３名、脳腫

瘍２名、その他２名である。対象者の「プログラム」利用

開 始 時 の平 均 年 齢 は41.9歳 、受 傷 年 齢 の平 均 は

38.5歳、受傷から「プログラム」利用開始までの期間の

平均は45.9カ月（６～269カ月）であった。また、身体

障害者手帳所持者は43名（67.2％、１～６級）で、精

神障害者保健福祉手帳所持者は31名（48.4％、１～

３級）、愛の手帳（療育手帳）所持者は２名（２名とも４

度）であり、全員が何らかの障害者手帳を所持してい

た。 

 

４ 現在の就労状況 

調査の結果、現在就労している者（以下「就労群」

という。）は27名（42.2％）、就 労していない者（以 下

「非就労群」という。）は37名（57.8％、休職者１名を含

む）であった。 

（1）就労群  

就労群のうち、復職は10名（37.0％）、新規就労は

17名（63.0％）であった。年代は20～50代で、平均年

齢は44.9歳であった。 

雇用の状況は、障害者雇用は17名、障害者雇用

以外が７名、不明が３名であった。会社の規模（社員

数）は1000人以上が16名、職種では事務が14名で、

それぞれ最多であった。雇用形態は、正社員11名、

パート・アルバイト５名、派遣社員２名、その他９名で

あった。労働時間の平均は週34.5時間、給与形態は、

月給19名、時給８名であった。 

現在の職場環境への満足度は、「満足している」「ま

あまあ満足している」が合わせて21名で多い。仕事で

の困難は感じることが「ない」17名「ある」10名であった。

また、職場の人間関係については、「とても良好」「まあ

まあ良好」「普通」が25名でほとんどであった。仕事で

困ったときに相談できる人は、25名が「いる」とし、内訳

は、「職場の上司・同僚」20名、「家族」11名、「専門機

関などの支援者」８名、「医師」５名「その他」２名であっ

た。職場側の支援・配慮は、「症状に合わせた職務の

割り当て」が最も多く、その他「上司や同僚の作業補

助」「短時間勤務・残業規制」「通院・治療・服薬への

配慮」が多かった。 

就労群のうち、プログラム終了時点で復職したもの

は10名、新規就労したものは２名であった。それ以外

の15名は、終了時点での帰結は作業所通所や職業

訓練等であり、調査までの間に新たに就労したことに

なる。 
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（2）非就労群  

現在の生活状況（複数回答可）は、「作業所通 所

中」18名、「就職活動中」12名、「デイサービス通所中」

が９名、「家で過ごしている」が８名、「職業訓練校通学

中」３名、「その他」が６名であった。作業所、通所サー

ビス、職 業 訓 練 校などに通っていないものは10名 で

あった（８名は「就職活動中」）。また、プログラム利用

後に就職・復職した経験のあるものは６名で、うち３名

は復職後退職していた。今後の就職の意思は、「ある」

が31名、「ない」が２名、未回答が４名であった。 

 非就労群については、プログラム終了時の帰結は、

作業所通所であったものが最も多い。調査までの期間

を経ても就労に結びついていない結果は、職業準備

性を高める必要性が継続していることが推測される。 

 

５ 就労群と非就労群の比較 

（1）属性及び高次脳機能障害 

現在の年齢、受傷年齢、プログラム利用開始時年

齢、受傷からプログラム利用までの期間、原因疾患に

ついて、両群に５％水準で有意差はなかった。また身

体障害者手帳・精神障害者保健福祉手帳の等級に

ついても、有意差は見られなかった。 

一方、利用時のWAIS-Ⅲ平均値に関しては、FIQ、

VIQ、PIQ及び群指数のいずれにおいても、就労群の

方 が非 就 労 群 に比 べて５％水 準 で有 意 に高 かった

（図１）。 

図１  就労群及び非就労群ＷＡＩS-Ⅲ平均値 

 

また、現在の高次脳機能障害については、いずれ

の群においても「記憶障害」「注意障害」「遂行機能障

害」「失語」が多かった。この項目では「失行」において

両群に５％水準で有意差が見られた（図２）。高次脳

機能障害者の就労について検討する際は、受傷要因

や障 害 者 手 帳 の等 級 といった大 まかな特 徴 よりも、

個々の障害特性や行動面への影響、全体的な能力

傾向への影響など細かく指標を探る必要があることが

示唆される。 

図２  現在の高次脳機能障害 （複数回答） 

 

（2）プログラム終了時の帰結 

 就労群及び非就労群の、プログラム終了時の帰結を

グラフ化したものが図３である。 

前述のように就労群は終了時点で復職や新規就労

につながっているものが多いが、非就労群では作業所

等の利用が多く、プログラムを通しての評価の結果と

の関連が推測される。 

図３  プログラム終了時帰結 

  

（3）就労支援サービスの利用 

就労群のうち、プログラム利用後に就職や復職のた

めのサービスを利用したものは24名（88.9％）であった。

利用機関は、「ハローワーク」「就労支援センター」が

多い。サービス内容は、職業あっせん・紹介が６名、就

職説明会が６名、職業訓練等が8名、ジョブコーチが７
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名、就職後のアフターフォローが10名、その他が２名

であった。利用した回数は「10回以上」が11名あり、利

用時期も「就職・復職前後とも」が12名で、細かな支援

を受けている様子が窺われる。 

非就労群では、プログラム利用後就職活動をしたも

のは28名 （75.7％）であった。利 用 機 関 は、「ハロー

ワーク」「作 業 所 」「就 労 支 援 センター」が多かった。

サービス内容については、就職説明会が７名と多く、ま

た利用回数については未記入のものも見られたが、

「10回以上」が８名あった。 

就労群が就職や復職に際して利用した機関と、非

就労群がこれまでの就職活動で利用した機関を比べ

たところ、「ハローワーク」「作業所」「福祉事務所」の利

用について有意差が見られた（図４）。「ハローワーク」

「作業所」は非就労群においてよく利用され、「福祉事

務所」の利用は就労群に限られていた。 

 

図４  利用した機関 （複数回答） 

 

プログラム利用の際は、就労支援センターや福祉事

務所、作業所など地域の支援機関からの依頼という

形をとり、利用者に継続して地域が関わるよう工夫して

いる。非就労群にも福祉事務所からの依頼で支援し

たものがあったが、就職活動の際にはハローワークや

作業所の方がより身近で直接関わりをもつのかもしれ

ない。機関の種類だけでなく数や利用回数も分析を

要するが、ニーズに合わせて柔軟に利用できる支援体

制が望まれよう。 

 

（4）就職・就労に役立つ支援や配慮 

就職や仕事の継続にあたって大切なこと、継続に

特に役立つ支援や配慮、プログラムで特に役立った

内容を全対象者への共通質問項目（複数回答可）と

したが、回答はいずれも就労群・非就労群間に有意

差はなかった。就職や仕事の継続にあたって大切なこ

とは、両群ともに「会社の支援体制」「自分のスキルや

能力」「仕事との相性」「障害・疾患の程度」「社内の人

間関係」が多かった。継続に役立つ支援については、

「障害についての職場の理解」が最多で、以下「体力

等に合わせた職務の割り当て」「高次脳機能障害の診

断や証明」「短時間勤務・残業規制」「職業訓練・職業

準備訓練」であった。またプログラムで役立った内容は、

「通所の日課・通勤訓練」「評価課題・作業課題」「検

査 や職 業 評 価 結 果 の報 告 」「グループワーク」「メモ

リーノートや手帳の使い方」が多かった（図５～７）。 

 

図５  就職や仕事の継続に大切なこと（複数回答） 

図６  就職や仕事の継続に役立つ支援（複数回答） 
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図７  プログラムで役立った内容（複数回答） 

 

６ 考察 

就労準備支援プログラム利用の対象となる高次脳

機能障害者は、継続して通所し課題を行うことが可能

な力が必要とされるため、ある程度スクリーニングされ

ており重篤な高次脳機能障害者は少ない。その前提

での調査結果ではあるが、今回の対象者については、

64名中27名と、約42％が就労していた。就労群の実

態としては、比較的大企業での事務職が多く、困った

時に相談できる相手があり、職場に対しては概ね満足

している。就労のために様々な支援機関のサービスを

利用し、また職場側も症状に合わせた職務の割り当て

や作業補助等の配慮を実施している。復職者だけで

なく新規就労が多くを占めていることから、プログラムを

きっかけの一つとして種々の支援機関を利用し就労に

結びつく道筋が示唆される。   

非就労群はほとんどが再就職を希望し、実際に就

職活動したり通所等何らかの日中活動も行っている。

プログラムの終了段階で作業所利用という帰結だった

ものが多く、職業準備性を高める必要性が継続してい

ると考えられるが、就労に結びついていない実態につ

いては、経過の推移や在宅生活の実際など、より詳細

な調査や分析が必要と思われる。 

就労群と非就労群において、受傷の年齢や原因、

手帳の等級には有意差は見られなかったが、知能検

査結果については有意差が認められた。高次脳機能

障害者の就労については、障害要因や大まかな程度

区分よりも、障害特性の行動面や全般的能力傾向へ

の影響など細かい指標が関与する可能性が示唆され

た。また就労支援サービス機関の利用に違いがみられ、

ニーズに即した様々なサービス提供の場の必要性もう

かがわれた。 

高次脳機能障害者が就労に関して望む支援や配

慮は、職場の理解をはじめ会社内の体制や携わる仕

事に関するものが多く挙げられている。就労という長い

プロセスの中で、準備や訓練だけでなく実際に働く場

におけるきめ細かな支援が重要であることが示唆され

る。さまざまな条件を持つ個々の企業に、高次脳機能

障害者がより働きやすい環境を整えるためには、企業

の内外、地域や家族の相談体制も含めて、多方面か

ら柔軟なネットワークを構築していくことが不可欠であ

る。対象者は障害者手帳所持率や就労支援機関利

用率は高かったが、支援につなげ維持するための制

度や情報の提供も重要であろう。就労は、収入を得る

だけでなく自己を実現し社会的役割を得るための大

切な活動である。今回の調査結果を踏まえ、高次脳

機能障害者支援に公的機関としてどのように係われる

か、実践と模索を重ねていきたい。 
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障害受容を効果的に行うための取り組み 

（職業準備支援における障害別プログラムの実践） 

 

○鈴木 普子（神奈川障害者職業センター   障害者職業カウンセラー） 

日髙 幸徳（神奈川障害者職業センター） 
  
１  目的 

神奈川障害者職業センター（以下「神奈川セン

ター」という。）へ来所する高次脳機能障害者の

中には、中途で障害をおったため混乱した心理状

況下にあり、医療機関から高次脳機能障害につい

て説明を受けていても自身のこととして捉え理解

できていないことがある。 

しかし、高次脳機能障害者に対する職業リハビ

リテーションにおいては、障害に対する補完手段

を獲得し、実際に活用できるかどうかが就職後の

作業遂行や職場定着を大きく左右する。そして、

補完手段の獲得にあたっては、自身の障害への気

づきや理解、受容が非常に重要な鍵となる。 

本発表では、神奈川センターにおける職業相

談・評価において実施している障害認識を進める

ためのアプローチについて事例をもとに報告し、

高次脳機能障害者に対する有効な職業相談・評価

のあり方について考察することとする。 

なお、本人の障害の受け入れを表す用語は「障

害受容」、「自己認識」など様々に表現されてい

るが、本発表においては「障害認識」と表現する。 

 

２  方法 

（1）職業相談・評価の概要 

対象者は将来的に就職、又は復職を目指してい

る高次脳機能障害者とし、職業相談・評価の期間

は３～５日間とした。 

職業評価における具体的な内容は表１のとおり

である。 

表１ 職業評価の具体的な内容 

数値入力
文書入力
作業日報集計

具体的な内容

ワークサンプル
幕張版

対処方法の検討シート（ＭＳＦＡＳ）

厚生労働省編一般職業適性検査

自己評価シート

作業状況のふり返りシート

 

作業内容は、継続して経過が観察できるよう、

支援機関で実施されているワークサンプル幕張版

の中から、対象者の状況に応じた適切な作業を職

員が選択した。 

 また、「作業状況のふり返りシート」は、「作

業内容に関する好み」「仕事としての選択の可能

性」「疲労度」「作業全体をとおしての感想」を

項目として設け、独自に作成した。「自己評価

シート」については、障害者職業総合センター職

業センター１）及び本田哲三２）から、高次脳機能

障害者の障害状況に関する内容をピックアップし、

事例１～３の対象者に共通する内容をチェック項

目とした。チェック項目は全部で17項目設け、独

自に作成した。なお、それぞれの高次脳機能障害

の障害状況に自身で０～100％の５段階であては

まるかどうかを記入するようにし、100％に近い

ほど高次脳機能障害の特性が認められないものと

した。 

なお、職業相談・評価の流れは図１のとおりで、

ワークサンプル幕張版については３日間にわたり

実施した。 

①個別相談（本人状況の聴取）

厚生労働省編一般職業適性検査

数値入力

文書入力

作業日報集計

②ふり返り

 

図１ 職業相談・評価の基本的な流れ 

 

（2）障害認識を進めるアプローチ 

ワークサンプル幕張版における評価内容は表２

のとおりである。ワークサンプル幕張版の実施に

あたっては、その日ごとに作業終了後、自身で

「作業状況のふり返りシート」を記入しながらふ

り返りを行った。作業においてミスが見られた場
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合には、職員からミスの原因について指摘したり、

補完手段を助言したりすることはせずに、「作業

ミスに解釈を加えず、結果のみを伝えること」

「ミスの原因や対処方法は本人が考えること」と

し、これらが難しい対象者については、「可能性

として考えられる原因や対処方法をいくつか提案

し、本人自身が実行する対処方法を選ぶこと」、

また「本人の話を否定しないこと」という職員側

の基本方針を立て、本人に「対処方法の検討シー

ト」の記入を求めた。 

また、本人の障害認識がどの程度進んだかを確

認するため、個別相談（１日目）とふり返り（最

終日）のタイミングで本人に「自己評価シート」

の記入を求めた。 

 

表２ 作業ごとの評価内容 

作業 評価内容
数値入力 注意力、集中力
文書入力 注意力、集中力
作業日報集計 記憶力、注意力、集中力  

 

３  事例の報告と結果について 

職業相談・評価で障害認識を促す具体的な取り

組みを行った３事例について報告する。各事例の

対象者の属性等は表３のとおりである。また、

「自己評価シート」の結果は表４のとおりである。

「自己評価シート」の結果については、数値が下

がった場合に障害認識が進んだものとみなした。 

（1）事例１ 

①対象者の概要 

支援機関より、本人の課題として、「本人が頑

張りすぎてしまうため、周囲がペースを調整した

り、優先順位を示したりすることが必要」と話が

あった。実際の職業相談・評価場面においても、

本人から「何かやっていないと落ち着かないのは

元々の性格」などの発言が聞かれた。 

②職業相談・評価の状況 

ワークサンプル幕張版の作業場面においては、正

確な作業遂行を目標として提示するが、自身でス

ピードと正確性の両方を意識して作業に取り組ん

でいた。スピードも意識したことにより、作業ミ 

 

表３ 対象者の属性 

事例１ 事例２ 事例３

性別 男性 女性 男性

年齢 ２０歳代 ２０歳代 ２０歳代

受障後年数 １年４カ月 8カ月 １年

障害者手帳 無し 無し 身体障害者手帳

受障原因 脳外傷 脳外傷 脳外傷

主たる症状 ペースコントロール 処理速度の低下 注意・抑制の低下

障害認識
障害について概ね説明
できるが一部否定

障害を否定 障害を否定

 

 

表４ 「自己評価シート」の結果 

１日目 最終日 １日目 最終日 １日目 最終日

1 周囲で人が話していたり、物音がしても作業に集中できる 75% 75% 0% 25% 100% 75%

2 周りの声や音にすぐ注意が向いてしまうことはない 75% 75% 0% 0% 100% 50%

3 １つのことに１時間以上集中できる 75% 75% 25% 25% 100% 75%

4 １つのことをし続けられる 75% 75% 25% 0% 100% 75%

5 気が散ることはない 75% 75% 25% 0% 100% 50%

6 人の話を聞きながらメモを取るなど「～ながら」動作ができる 75% 75% 50% 25% 75% 50%

7 集中して作業いる時に声を掛けられても気付くことができる。 75% 75% 75% 50% 75% 50%

8 話が掛けられた際、話が終わった時に何の作業を、どこまでやっていたか覚えている 75% 75% 75% 50% 75% 50%

9 仕事や作業にミスが見られない 75% 75% 25% 25% 100% 50%

10 いくつかのことを同時に、混乱せずに行うことができる 75% 50% 25% 25% 50% 50%

11 口頭による指示で、指示どおりに作業することができる 75% 75% 75% 50% 100% 100%

12 所要時間の見積もり（最短時間／余裕を持って／想定外の事態を踏まえて）ができる 100% 100% 50% 25% 100% 100%

13 中・長期的な計画を無理なく立てて実行できる 100% 75% 25% 75% 100% 75%

14 行き当たりばったりの行動をとることはない 100% 50% 25% 25% 75% 75%

15 結果を予測して行動することができる 100% 50% 25% 50% 100% 75%

16 衝動的な買い物をすることはない 75% 50% 25% 0% 100% 25%

17 周囲の状況に気づくことができる 100% 100% 25% 25% 100% 75%

事例３事例１ 事例２

チ
ェ
ッ
ク
項
目

実施日
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スをし、そのイライラで再びミスをするという悪

循環に陥ってしまった。 

そこで、「対処方法の検討シート」の作成にお

いては、ミスの原因と対処方法について自身でふ

り返りながら、シートを記入していただくようにした。 

自身では、作業ミスの原因を「スピードを意識

したこと」「作業ミスによる動揺」と捉え、対処

方法として「正確さをまず意識すること」、「繰

り返し確認を行うこと」、「適宜休憩を取るなど

して気持ちをリフレッシュさせること」を選択し

た。結果、正確に作業を行うことができた。  

③職業相談・評価をとおしたふり返りの状況 

これまで本人は日常生活で余裕のないスケ

ジュールを組んでいたが、今回の取り組みをとお

して余裕を持ったスケジュールを組むよう意識で

きるようになり、予定を入れない日を設けること

ができるようになっている。自身でペースコント

ロールの調整に意識を向けることができるように

なっている。表４の数値の変化から、本事例は今

回の取り組みをとおして障害認識が進んだといえ

る。障害認識が進まなかった項目も多く見られて

いるが、これは元々この対象者がある程度自身の

障害状況を認識していたことによるものと考えら

れる。 

 

（2）事例２ 

①対象者の概要 

支援機関より、「障害が軽度で日常生活では見

えにくく、障害認識がない」、「処理速度の乏し

さが特に見られる」といった話があった。初回来

所時、家族が同行していたが、本人は家族の同行

の必要性を感じておらず、障害認識があることを

窺わせる発言も聞かれなかった。 

②職業相談・評価の状況 

ワークサンプル幕張版の作業場面において、加

算エラーが見られたため、「対処方法の検討シー

ト」を活用した。自身では、ミスの原因を「眠気

による集中力のなさ」と振り返っており、「早く

寝る」という対処方法があげられたものの、本人

から実行は難しいと話があった。そこで、職員か

らすぐにできる対処方法について検討を促したと

ころ、「指差しで確認しながら足し算を行う」と

いう対処方法があげられた。 

対処方法を取り入れた結果、加算エラーはなく

なり、作業スピードも向上した。 

しかし、期間内に実施できた試行数が少なく、

作業課題での成功体験を積むことなどで、対処方

法の有効性を実感するまでには至らなかった。今

後は、支援機関において対処方法の有効性を確認

していただくこととなっている。 

③職業相談・評価をとおしたふり返りの状況 

 表４から、本事例も今回の取り組みをとおして

障害認識が進んだことがいえる。 

また、処理速度の乏しさについて、一般平均と

比較した作業能率をふり返りの際に示したが、

「元々作業遂行は遅かった」と話し、こちらが望

むような障害認識には一部至らない項目もあった。 

 

（3）事例３ 

①対象者の概要 

来所当初から、職業上の課題が障害に起因する

という認識がなく、受障前から同じ状況だという

認識であった。 

②職業相談・評価の状況 

作業場面においてミスを指摘し、「対処方法の

検討シート」をもとに整理するが、ミスの原因は

考えられるものの、対処方法を考えることは難し

かった。このため、基本方針を変更し、職員から

対処方法について提案した。結果、ミスなく作業

を行うことができた。 

作業実施後、本人にメモを取ることが必要とい

う理解はあるが、実際にメモを活用することが習

慣化されていないことを伝えたが、本人からは

「今回メモを取ってよいか分からなかったから」

という理由付けがあがった。今回の取り組みで、

本人が自主的なメモの活用に至らなかった原因と

しては、作業ミスをしてもそれが障害に起因して

いるという認識ができていないため、補完手段の

必要性を認識していないことによるものと考えら

れる。また、相談時の発言から、作業ミスをなく

す取り組みが重要という認識が見られず、ミスに

対する意識の甘さも影響していると考えられる。 

③職業相談・評価をとおしたふり返りの状況 
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表４からは、障害認識が進んだことが窺える。 

 終了後、一度はすぐに収入が欲しいという気持

ちから早く就職することを希望していたが、結果

として、まずは自分がどのような障害状況にある

のかを確認するために作業所を利用していくこと

となった。また、すぐに収入が欲しいという希望

については、作業所で工賃が支給されることもあ

り折り合いがついている。 

 

４ 考察と今後の課題について 

今回の取り組みをとおして、「自己評価シー

ト」上は全ての事例において障害認識が進むきっ

かけとなったことがいえる。 

しかし、事例２においては、項目によっては課

題として考えられなくなっている項目もみられて

いる。また、事例３においては、職業上の課題と

して認識できるものの、補完手段の必要性を実感

するまでには至らなかった。これは、事例２と事

例３のケースが、日常生活において困りをあまり

感じておらず、日常生活での状況を障害と結びつ

けることができていないことが原因の一つと考え

られる。なお、事例２については受障後間もない

ことから、脳がまだ回復途上にあることも関係し

ていると考えられる。 

綱川３）によれば、職業リハビリテーションに

おける本人の障害認識の過程は図２のとおりであ

る。今回の取り組みをとおして、事例２と事例３

については、「日常生活等での状況を障害と結び

つける」過程がクリアされていないものの、今回

の取り組みは一定の効果があったといえる。 
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図２ 本人の障害認識の過程 

 

通常神奈川センターの職業相談・評価後のふり

返りでは、本人と相談しながらではあるものの、

支援者から職業上の課題とその原因、対処方法に

ついて提案することも少なくない。しかし、その

ような場合に、作業課題のミスや作業に上手く対

応できないことについて「作業に慣れていないか

ら」「もっと時間があればできた」などの理由づ

けも少なくない。今回の取り組みでは、作業課題

のミスだけをその都度フィードバックすることで、

本人自身が作業への慣れや時間の問題だけでは説

明がつかないことに気づくとともに、自身でミス

の原因や対処方法を考えること（このことが難し

い対象者については、支援者が可能性として考え

られる原因や対処方法をいくつか提案し、本人自

身が実行する対処方法を選ぶこと）ができたので

はないかと考えられる。 

 

５ まとめ 

 今回の取り組みでは、「作業場面において一定

の環境を用意すること」「作業課題のふり返り相

談を丁寧に行うこと」を意識して行った。これに

より、障害認識が進むきっかけになったといえる

が、今回の取り組みでより効果を求める場合には、

図２の「事前相談」の段階をクリアされているこ

とが望ましい。 

また、今回の取り組みで一定の効果があったこ

とは確認されているが、日常生活等での状況を障

害と結びつけることが難しいケースについては、

障害特性があらわれやすい作業環境を設定するこ

とにより、より障害認識が進みやすくなると考え

られる。今後は、この点に留意して職業相談・評

価を行っていきたい。 

なお、今回の取り組みは３～５日間と短期間で

実施したため、神奈川センターの職業準備支援を

利用して取り組みを行った場合や、事例２や事例

３のようなケースについては、就労移行支援事業

所などを利用して取り組みを行うことについて、

今後さらに検討していきたい。 
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若年性認知症者の就労継続に関する研究 

－産業医調査から検討する支援の課題－ 
 

○伊藤 信子（障害者職業総合センター 研究協力員） 

田谷 勝夫（障害者職業総合センター） 
  
１  はじめに 

これまでの若年性認知症者の就労継続に関する

研究では、若年性認知症者の就労継続のためには、

病気の早期発見が重要であることが示唆された

(田谷・伊藤,2010)。症状が軽い段階であれば、

当事者自らの工夫や職場の配慮によって就労継続

の可能性が高くなり、長期的な視点に立っての生

活全体の立て直しにつながると考えられる。 

本研究では、若年性認知症の診断に携わる専門

医を対象とし、若年性認知症者の診断前後の就労

状況等について調査し、就労継続支援の課題を検

討した。 

 

２  専門医調査 

(1) 調査方法 

①  調査対象者 

日本老年精神医学会会員の専門医460名を対象

とした。 

②  調査方法と調査期間 

日本老年精神医学会事務局より電子メールに調

査票を添付し、送信してもらった。 

調査票の返却は、調査担当者あてに、電子メー

ルに調査票を添付して送信することを依頼した。

調査票の送信に際しては、情報を保護するために

パスワードを設定した。 

平成23年８月上旬に調査票を送信し、平成23年

８月末までの概ね１か月の返却期間を設けた。 

③  調査内容 

質問Ⅰでは、調査対象の専門医がこれまでに診

療にあたった「初診時に就労していて、若年性認

知症と診断のついた方」に該当する事例について、

原因疾患名、診断がついた日、発症に気づいた時

期、診断がついた時の就労状況、現在の就労状況

等について質問した。質問Ⅱでは、事例の就業し

ている事業所の対応、専門医としての意見や要望

等について質問し、自由記述で回答を依頼した

(表１参照)。 

 

区分 番号 質問内容 

Ⅰ 

Q1 生年月日 

Q2 性別 

Q3 職業 

Q4 原因疾患名 

Q5 診断がついた年月 

Q6 発症または変化に気づいた年月 

Q7 最初に変化に気づいた人 

Q8 受診の経緯 

Q9 診断がついた時の就労状況 

Q10 現在の就労状況は 

  症例の補足説明 

Ⅱ 

1 対応の好事例 

2 事業所に関する意見 

3 意見 

 

④  回収率 

45名の専門医より回答が得られ(返却率8.8％)、

得られた症例数は108例であった。 

 

(2) 結果 

①  分析対象事例 

「発症年齢ならびに調査時点(平成23年９月１

日)での年齢がいずれも65歳未満で、就労によっ

て収入を得ていた若年性認知症者」に該当する場

合を、分析対象事例とした。該当した症例は108

例のうち、77例であった。本研究では77名の若年

性認知症者に関する分析を行う。 

②  分析対象症例の基本属性等 

77名の調査時点での平均年齢は57.0歳であった。

性別は男性56名、女性21名で、女性の比率が比較

的高い(田谷・伊藤,2010)。 

③  調査時、診断確定時、発症に気づいた時の年

齢平均 

 調査時、診断確定時、発症に気づいた時の年齢

平均は、それぞれ57.0歳、54.5歳、52.2歳であっ

表１ 調査項目と内容 
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た。若年性認知症家族会会員を対象とした田谷・

伊藤(2010)の調査ではそれぞれ59.15歳、55.2歳、

53.6歳であり、専門医は若年性認知症の発症の初

期の段階でかかわっていることが推察された。 

 

 

  専門医調査 
田谷・伊藤

(2010) 

調査時年齢平均 57.0 59.2 

診断時の年齢平均 54.5 55.2 

発症に気づいた時の 

年齢 
52.2 53.6 

 

④  原因疾患 

最も多かったのは、アルツハイマー病 44名

(57.1％)、次に前頭側頭葉変性症21名(27.3％)、

レビー小体病が１名(1.3％)、脳血管性障害が６

名(7.8％)であった(図１参照)。 

 朝田他(2009)では、脳血管性障害が39.8％と最

も多く、次いでアルツハイマー病が25.4％、頭部

外傷後後遺症が7.7％との結果が示されており、

本調査では、進行性の変性疾患の占める割合が高

い結果となっている。 

 

 

 

⑤  就労状況の推移 

 診断確定時では、就労継続中は39名(50.6％)、

休 職 中 は 12 名 (15.6 ％ ) 、 す で に 退 職 は 19 名

(24.7％)であった。調査時では、就労継続中は９

名(11.7％)、休職中は８名(10.4％)、すでに退職

は48名(62.3％)であった(図２参照)。 

診断確定時の年齢平均、現在の年齢平均はそれ

ぞれ57.0歳、54.5歳であったが、約２年半の経過

を経て、「就労継続中」は39名から９名へと大き

く減少している。調査時の「就労継続中」９名の

うち、４名は早期の発見で早い段階で事業所が業

務内容を検討し、簡易な作業の業務への変更によ

り、就労継続となっている。 

発症初期の段階であれば就労継続の可能性が高

いことが考えられ、病気の早期発見と早い段階で

の対応の重要性が極めて重要であると思われる。 

  

 

 

 

 

 

(3) 専門医の意見 

 質問Ⅱでは、「事業所の対応の好事例」「事業

所への要望、疑問」「医師として若年性認知症の

対応に関する意見」を自由記述の形式で回答を得

た。 

①就労継続事例の対応内容 

 20件の回答が得られた(表３参照)。「早期発見、

段階的な対応」「上司が受診に同行」のように、

早い段階で上司や職場の関係者が状況を正確に把

握することで業務内容の見直しや配置転換の可能

性が高くなることが推察された。また「主治医と

家族、上司の連携」「産業医の適切な指示」など、

医師の指示のもと、適切な時期に関係者の連携が

アルツハ

イマー病 

57.1% 

前頭側頭

葉 

変性症 

27% 

脳血管性 

障害 

7.8% 

レビー 

小体病 

1.3% 

その他 

6.5% 
その他 7 

その他 12 

すでに退職 

19 

すでに退職 

48 
休職中 12 

休職中 8 

就労継続中 

39 

就労継続中 

9 

図２ 診断確定時と調査時の就労状況 

表２ 調査時、診断時、発症に気づいた時の年齢平均 

77人 

0 
診断確定時 

年齢平均54.5歳 

調査時 

年齢平均57.0歳 

図１ 分析対象者原因疾患 

※アルツハイマー病、前頭側頭葉変性症、レビー小体病

は神経変性疾患 
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スムーズに行われることで具体的な対応が実現す

ると推察された。 

 

 

対応内容 件数 

早期発見、段階的な対応 ４ 

上司が受診に同行 ４ 

上司・同僚の理解 ３ 

主治医と家族、上司の連携 ２ 

産業医の適切な指示 ２ 

親族の事業所 ２ 

定年退職直前、有給休暇等利用 ２ 

施設のボランティアから利用者へ移行 １ 

 

(4) 事業所に関する意見 

８件の回答が得られた(表３参照)。 

 

 

回答内容 件数 

退職せざるを得なかった事例 ６ 

初めてのケースで対応が後手に １ 

家族による事業所への対応拒否 １ 

 

最も多かったのは、「退職せざるを得なかった」

(６件) に関する内容である。内訳は、「事業所

は発症を把握していたが、家族への連絡が遅れた」

「把握していても配慮していなかった」「残存能

力があるのに退職を迫った」「ミスが起きたら、

会社が厳しく対応するようになった」等であった。

また「初めてのケースで対応が後手になった」と

の意見もあった。上記の６件も同様の背景がある

ことが考えられるが、大半の事業所では若年性認

知症の発症者への対応が初めてのケースである場

合が多く、意図的に対応を遅らせたのではなく、

前例がないために対応方法を事前に検討していな

いのが現状である。 

また家族による「事業所への対応拒否」はこれ

ま で の 研 究 で も 散 見 さ れ て い る ( 田 谷 ・ 伊

藤,2010)。住宅ローンの返済が済んでいない、子

が学齢期にある等の場合は、発症を事業所に伝え

ることで退職に至り、経済的に逼迫することを想

定し、話し合いに応じることを躊躇するケースは

少なくない。ただし、この場合には「医師として

どのような対応がよいのか、いまだに悩む」との

ことであった。 

 

(5) 専門医としての意見 

17件の回答が得られた(表４参照)。最も多かっ

た意見は「病気に関する啓蒙・教育・正しい理解

の必要」(６件)であり、「産業医の若年性認知症

への理解が乏しい印象を受ける」等の意見が散見

された。病気の進行の早さ、原因疾患による症状

の特徴等により対応方法が異なるため、「専門職

への教育が必要」との意見もあった。また事業所

で把握していても、本人や家族への説明が遅れる

背景に「受診をすすめるのを躊躇する」と上司か

ら相談されたケースもあり、管理職研修での啓

蒙・教育の必要性に関する意見もみられた。また、

事業所内での就労継続に関する見解の相違がみら

れることや、突然の退職勧告には「事業所の雇用

の理念の明確化」が必要であるとの意見も複数

あった。 

 

 

回答内容 件数 

啓蒙・教育・正しい理解の必要 ６ 

経済的なサポートとその情報 ３ 

事業所の雇用の理念の明確化が必要 ３ 

コーディネイトの必要性 ２ 

事業所への説明拒否 １ 

就労は困難 １ 

尊厳への配慮 １ 

 

３  今後の課題 

(1)前例のない対応 

若年性認知症者の場合、病気の進行とともに、

就労継続が次第に困難になる傾向にはあるが、症

状の軽い発症の早い段階で、退職勧告から退職に

至るケースが少なくない。一方、「多くの職場で

は今や若年性認知症であるとわかっただけで拒否

表３ 就労継続事例の対応内容 

表４ 事業所に関する意見 

表５ 専門医としての意見 

表５ 専門医としての意見 
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的になる事はなくなりつつある」との意見もあっ

た。しかし若年性認知症の本人が、その事業所に

とって初めての例であることが多く、上司や同僚

も困惑しながら、「どのように対応すれば良いか」

専門医に尋ねている。「結果的には後手にまわる

対応しかできていない現状がある」との指摘もあ

る。 

 

(2)「能力の低下」とは 

 病気の症状に伴う「業務遂行能力の低下」によ

り、事業所は雇用継続が困難との判断に至る。た

だし、この「業務遂行能力の低下」とは、これま

で就いていた業務に対する能力が低下したという

ことであり、複雑な業務における「能力面での不

適応」との指摘がある(宮永,2011)。本調査での

調査時の「就労継続中」9例のうち、4例は事業所

による早期の対応で就労継続が可能となり、いず

れも簡易な作業への業務内容の変更が実施されて

いる。「業務遂行能力の低下」と見なされる場合、

特定の状況や内容に限られていることが考えられ

る。前述の4例のように業務内容の見直しにより

就業は可能となることが推察され、事業所の対応

の柔軟性が求められるところである。 

 

(3)発症早期からの長期的な対応 

 また若年性認知症は、進行性の病気の症状であ

ることを踏まえると、長期的な対応が必要である。

治療の観点からは早期診断は重要であり、「早い

段階で治療が開始できれば高いQOLを維持できる

かもしれない」との見解が示されており(新井、

2008)、就労継続は、QOLの維持に重要な要素と推

察される。若年性認知症はその発症により、本人

のみでなく家族の生活も大きく影響を受けるため、

就労継続により、その後の生活のための準備期間

となれば、本人も家族も少なくとも精神的な余裕

が得られるとの指摘がある(田谷・伊藤：2010，

ｐ.46)。 

 

 本研究では、事業所における若年性認知症者へ

の対応事例が極めて少なく、また治療にあたる専

門医によって啓蒙や教育の必要性を指摘されてい

る現状から、若年性認知症者への理解がさらに深

まることと、事業所への積極的な支援が必要であ

ることが考えられた。さらなる対応事例の収集も

含めて、事例毎の経緯を丹念に精査することが柔

軟な対応の手がかりとなることが考えられた。 
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地域障害者職業センターを利用する若年性認知症者の実態 
 

○田谷 勝夫（障害者職業総合センター  主任研究員） 

伊藤 信子（障害者職業総合センター） 
  
１  はじめに 

地域障害者職業センター（以下「地域センター」とい

う。）の利用者として、精神障害、発達障害、高次脳機

能障害など “職業的重度障害者” が増加しているが、

さらに支援が困難と思われる若年性認知症者の利用

実態は不明である。  

今回、若年性認知症者の就労継続支援策を検討

するにあたり、地域センターを利用する若年性認知症

者の実態を明らかにするとともに、現場で当事者・家

族に対応している（対応する可能性のある）障害者職

業カウンセラー（主任カウンセラー）の意見集約を行う

ことを目的に調査を行った。 

 

２  方法 

（1）調査対象 

全国の地域センター（47所）並びに支所（5所）。 

（2）調査方法 

調査票を電子メールにて送付。 

（3）調査時期 

①第１回調査----平成21年７月実施、平成11～20年

度の利用実態および利用者の情報提供依頼に加

え、主任カウンセラーの意識調査。 

②第２回調査----平成22年12月実施、平成20～21

年度の利用実態および利用者の情報提供依頼に

加え、主任カウンセラーの意識調査。 

③第３回調査----平成23年 ８月実施、平成22年度

の利用実態および利用者の情報提供を依頼。 

（4）調査内容 

◇設問１：利用実態 

 年 度 別 の 利 用 者 数 （ 若 年 性 認 知 症 者 の 定 義 は

ICD-10,DSM-IVに準拠した認知症のうち、18歳以上

65歳未満の者とし、当機構の障害者雇用システムの

障害者台帳検索から「アルツハイマー」「認知症」「痴

呆」「多発性脳梗塞」をキーワードとして検索を依頼）

を新規利用、再扱別に調査。 

◇設問２：利用者の特徴 

①個人情報（年齢、性別、原因疾患名） 

②障害情報（確定診断時期、変化に気づいた時期、

介護認定の有無と区分、障害者手帳取得の有無） 

③職業情報（退職している場合の退職時期、退職理

由、支援経過と内容、転帰） 

◇設問３：主任カウンセラーの意見 

①若年性認知症者の支援に際して、どのような情報が

必要か。 

②就労継続が困難になり在宅生活に移行する際に、

紹介可能な地域社会資源。 

③若年性認知症者の就労支援の際に連携可能な医

療機関の有無と、医療機関に対する要望。 

④若年性認知症者への対応として、どのような支援が

可能または必要か。 

◇設問４：ヒアリング調査依頼 

現在就労中の若年性認知症者（最近まで就労して

いた者も含む）に対するヒアリング調査（本人調査及び

事業所調査）への調査協力を依頼。 

 

表１ 調査項目と内容 

区分 項目 内容 回答��・選択�

設問１ 利用状況 各年度の利用者数
利用年度別の利用者人数を、
新規／再扱別　に記述

個人情報 年齢・性別・原因疾患名
年齢・性別は記述式、
原因疾患名は選択式

発症時期 周囲が変化に気づいた年月

確定診断時期 診断名が確定した年月日

障害者手帳 障害者手帳の種類と等級

介護認定 介護認定の有無と認定区分

退職時期 退職年月日

退職理由 退職理由を選択式で回答

支援内容 地域センターでの支援内容を記述

転帰 利用後の経過を記述

問１ 支援に必要な情報 支援に際して必要な情報を自由記述

問２ 地域社会資源
関係機関との連携に際し、
紹介可能な社会資源　を記述

問３ 連携医療機関
連携可能な医療機関名と
医療機関への要望　を記述

問４ 対応可能性
どのような支援が可能か、
または必要と考えるか　を自由記述

本人調査 調査協力への同意 本人の氏名、住所、連絡先

事業所調査 調査協力への同意 就労先事業所・部署名、連絡先
設問４

設問２

設問３

障害情報

職業情報

注) 第1回調査では、設問１の新規/再扱と、設問２の障害者手 

帳は不問。第3回調査では、設問３は設けず、意見・要望の自由

記述欄を設けた。 

 

３ 結果 

（1）回収状況 

①第１回調査--45所から回答を得た（回収率86.5％） 
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②第２回調査--47所から回答を得た（回収率90.4％） 

③第３回調査--50所から回答を得た（回収率96.2％） 

（2）利用者数 

若年性認知症者の利用実績のあった23の地域セン

ター（44.2％）における平成11～22年度の12年間の利

用者延べ人数は50例（実利用者は計44名）であった。

年度別の利用状況をみると、平成14年度に初めて利

用者が現れ、平成17年度以降、増加傾向を認める。 
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図１ 年度別利用者延べ人数 

 

（3）利用者の特徴 

個人情報の詳細が明らかな44事例を通し、地域セ

ンター利用の若年性認知症者の特徴を分析する。 

ア）＜個人特性＞ 

１）性別は男性43名、女性１名で、男性が97.7％。 

２）地域センター利用時の年齢は平均53.2±5.7歳。

年 代 別 では、30歳 代 が１名 （2.3％）、40歳 代 が７名

（15.9％）、50歳代前半が17名（38.6％）、50歳代後半

が15名（34.1％）、60歳代が４名（9.1％）と50歳代が全

体の72.7％と多数を占める。 
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図２ 地域センター利用時の年齢分布 

 

３）原因疾患は、アルツハイマー病が24名（54.5％）と

過半数を占める。前頭側頭型認知症の４名を加えると、

変性疾患による進行性の認知症が６割以上となる。脳

血管障害（５名）、頭部外傷（１名）、脳腫瘍（１名）、脳

炎（１名）など、非進行性の認知症は８名（18.2％）で、

２割弱を占める。 

 

2 ���

2 ���
2 ���

�8 �2�

� ���

�� �4�

54 �5�

アルツハイマー病 脳血管障害 前頭側頭型認知症
頭部外傷 脳腫瘍 脳炎

その他・不明

 

図３ 原因疾患別利用者数の割合 

 

イ）＜障害情報＞ 

１）発症時期 

周囲が変化に気づいた年齢を発症年齢とすると、

不明の８名を除く36名の発症年齢は平均49.6歳±7.5

歳となる。発症年齢不明者の原因疾患には、脳血管

障害（３名）や前頭側頭葉変性症（３名）が多い。 

２）確定診断時期 

診断がついた時の年齢（確定診断年齢）は、○○

歳頃と曖昧なものもあるが、全く不明の２名を除く42名

の確定診断年齢は、平均50.9歳±6.8歳であり、発症

（変化に気づいて）から、確定診断がつくまでの期間は

平均1.3年となっている。 

３）障害者手帳 

障害者手帳所持者は18名（40.9％）、手帳の種類

は、精神障害者保健福祉手帳が多い（17名）。申請

中４名（9.1％）を含めると障害者手帳所持者は半数と

なる。 
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図４ 障害者手帳所持状況 
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ウ）＜職業情報＞ 

１）発症から退職まで 

退職予定も含め退職者（38名）の退職時の平均年

齢は52.1±7.1歳であり、発症から退職までが平均2．5

年、確定診断から退職までは平均1．3年となっている。 

２）退職理由は、希望退職13名（29.5％）、会社の勧

め・解雇10名（22.7％）が多い。 

３ ） 地 域 セ ン タ ー の 支 援 内 容 は 面 接 ・ 相 談 41 名

（93.2％）、職業評価35名（79.5％）、職業準備支援６

名（13.6％）、ケース会 議 ７名（15.9％）、JC支援７名

（15.9％）、適応指導３名（6.8％）などとなっており、面

接・相談や職業評価のみでとどまり、具体的な就労支

援に至らないケースが多い。 

 

0 10 20 30 40

�����

職���

職���支援

ケー���

��支援

����

（�）

 

図５ 支援内容別利用者数 

 

４）地域センター利用後の転帰は、就職11名（21.2％）、

休職中３名（5.8％）、求職活動６名（11.5％）、福祉的

就労２名（3.8％）、ボランティア活動２名（3.8％）、デイ

ケア利用７名（13.5％）、福祉施設利用５名（9.6％）、

在宅療養３名（5.8％）、不明５名（9.6）となっており、就

業継続者は２割程度に留まる。休職中や福祉的就労

を含めても就労可能者は３割以下と厳しい現状である。 

 

４ 地域センターを利用する若年性認知症者の特徴 

（1）他の障害者との比較 

 地域センターを利用する若年性認知症者を他の障

害者と比較すると、①利用者数が極端に少ない、②利

用後の就職率が極めて低いこと等が特徴的である。 

（2）他の調査研究との比較 

 最近の主な実態調査結果を表３に示す。番号1～10

は、調査対象が、家族会や都道府県であるが、これら

の実態調査による若年性認知症者の就労状況は、休

職中を含め、せいぜい15％程度にとどまっている。 

 地域センター利用者では、休職中を含めると就労者

は約30％と、約２倍になっている。 
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図６ 地域センター利用後の転帰 

 

表２ 地域センター利用の若年性認知症者の特徴 

��障害者 4,322 2,009 46.5
知的障害者 24,777 12,118 48.9
��障害者 17,794 10,640 59.8
�の�の障害者 7,903 3,401 43.0

発達障害者 6,459 2,619 40.5
高次脳機能障害者 1,423 778 54.7
若年性認知症者 21 4 19.0

58,292 29,274 50.2計

利用者数��） 就職者数��） 就職�（�）
地域センター利用者
（H21～H22年度）

 

 

５ まとめ 

 最近に実施された都道府県単位の実態調査や家

族会調査の結果によれば、若年性認知症者の就労

状況は休職中の者を含め、10～20％程度（逆に言え

ば、退職者が80～90％）と、極めて厳しい現状にある。 

 地域センターを利用する若年性認知症者の場合、

利 用 後 の就 労 状 況 は休 職 中 の者 を含 め、31.8％と

なっており、上記の実態調査結果に比べれば、約２倍

程度高くなっているが、地域センターを利用する他の

障害者の就労状況（精神障害者59.8％、発達障害者

40.5％、高次脳機能障害者54.7％）と比較すると、約

半分程度と低くなっている。 

 今後は、就労継続中の若年性認知症者の事例収

集により、具体的な支援策や職務内容の検討を通し

て、支援のノウハウを蓄積するとともに、事業所の理解

促進のための啓発活動が重要となる。 
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就労
継続

�職� �職 計

1
若年認知症のケアお
よび社会的支援に関
する研究事業報告書

H19年1月 愛知県全域 88.6 1092 3.6 4.2 92.2 100.0

2
滋賀県若年認知症実
態把握調査報告書

H19年1月 滋賀県全域 不明 114 4.3 5.7 90.0 100.0

3
若年性認知症調査研
究　認知症対策研究
会報告書

H19年8月 千葉県全域 53.2 256 6.7 8.7 84.6 100.0

4
東京都若年性認知症
生活実態調査報告書

H20年2月 都内在住者 94.0 47 12.9 6.5 80.6 100.0

5
若年認知症当事者の
社会参加に関する研
究報告書

H19年6月 家族会 54.5 55 88.9 100.0

6
若年性認知症の実態
と対応の基盤整備に
関する研究

H19年 家族会等 91.0 87 84.8 100.0

7
若年認知症の実態調査
結果報告書

H20年6月 大阪市全域 98.7 72 4.4 8.8 86.8 100.0

8
広島県若年性認知症
の実態に関する調査
報告

H22年3月 広島県全域 57.5 59 7.7 2.6 89.7 100.0

9
若年性認知症に関す
る実態調査報告書

H22年9月 栃木県全域 78.6 456 6.3 5.2 88.4 100.0

10
若年性認知症者の就
労継続に関する研究

H21年3月 家族会 22.8 81 1.8 14.0 84.2 100.0

11
本調査（地域障害者
職業センター利用者）

H21～23年
全国の地域
センター

86.5 44 25.0 6.8 68.2 100.0

番
号

報告書タ��� 調査年月
調査対�

�地域
���
（�）

15.2

11.1

就労状況
事��
（�）

表３ 最近の主な実態調査にみられる若年性認知症者の就労状況 
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